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第Ⅲ部 申請のための具体的な記載例 
 

 

【計画届の提出に必要な書類】 

１ 様式第１号(1) 休業等実施計画（変更）届  ·························································  13 

２ 様式特第４号 雇用調整実施事業所の事業活動の状況に関する申出書 ···················  14 

３ 休業協定書 ·············································································································  15 

４ 教育訓練協定書 ······································································································  16 

 

【支給申請に必要な書類】 

５ （作成手順１）様式特第６号 支給要件確認申立書（雇用調整助成金） ················· 17 

６ （作成手順２）様式特第９号 休業・教育訓練実績一覧表 ····································  20 

７ （作成手順３）様式特第８号 雇用調整助成金助成額算定書 ·································  21 

８ （作成手順４）様式特第７号 雇用調整助成金（休業等）支給申請書 ···················  22 

 

 

 

※ 休業協定書および教育訓練協定書は、所定の事項が記載されていれば、任意に作成した様式

を用いることができます。 

また、様式は厚生労働省ＨＰにてダウンロードすることができます。裏面も含めて最新のも

のを印刷して利用してください。 
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１．【雇用調整助成金休業等実施計画（変更）届記載例（休業・教育訓練の場合）】 

 

 

 

 

 

 

（※） 変更届の提出は郵送、ＦＡＸ、電子メール等による提出が可能です（た

だし、この方法による場合は、都道府県労働局又はハローワークに届いたこ

とを電話で確認してください。）。 

事前に提出できない場合には、
支給申請書の提出と同時に提出し
てください。 
②～④欄の事項に変更を生じた

ときは、速やかに変更内容を届け
てください。 
ただし、③の事項が届け出た予

定日の範囲内で減少する場合は変
更届の提出を省略できます。 

常時雇用する労働者の数は届

出日現在、「２か月を超えて使用

される者であり、かつ、週当たり

の所定労働時間が当該企業の通

常の従業員と概ね同等である者」

の数を記入してください。 

（参考） 

２か月を超えて使用される者

とは実態として２か月を超え

て使用されている者のほか、そ

れ以外の者であっても雇用期

間の定めのない者及び２か月

を超える雇用期間の定めのあ

る者を含みます。 

 

週当たりの所定労働時間が当

該企業の通常の従業員と概ね

同等である者とは、現に当該企

業の通常の従業員の週当たり

の労働時間が40時間である場

合は概ね40時間である者をい

います。 

届出事業主の主たる事業を○で

囲んでください。 

（始期）として指定した日から

１年間が対象期間となります。 

休業を予定する実日数（１時間

以上行われる休業も１日として

計上）を記入してください。 

賃金締切日が毎月一定の期日

で定められている場合、○で囲み

日付を記入してください。 

休業を予定している実人数（雇

用保険被保険者）を記入してくだ

さい。 

（※）中小企業事業主とは、 

 小売業（飲食店を含む） 
 サービス業 
 卸売業 
 その他の業種 

 資本金 5,000万円以下又は従業員  50人以下 
 資本金 5,000万円以下又は従業員 100人以下 
 資本金   １億円以下又は従業員 100人以下 
 資本金   ３億円以下又は従業員 300人以下 

 をいい、大企業事業主とは中小企業事業主に該当しないものをいいます。 

裏面がありますので、必ず計画届の裏面を読んだ上で申請してください。 
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２．【雇用調整実施事業所の事業活動の状況に関する申出書の記載例】 

                             

事前に提出できない場合には、支給申請書と同時に提出して

ください。 

 売上高によりがたい場合は生産高等を括弧内に記入して生産実績表、出荷伝票等

の添付書類を併せて提出してください。 

 

 添付書類の例 

  建 設 業……総合推移損益計算書、工事請負契約書等 

  電気工事業……工事請負契約書等 

  製 造 業……総勘定元帳、生産実績表、出荷伝票等 

  運 送 業……出荷伝票等 

  サービス業……損益計算書、総勘定元帳等 

 ※ 例示した書類以外にも提示を求めることがあります。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響との関わりについて、記載をお願いしま

す。 

 

Ａ、Ｂ欄は、１か月（暦月）の平均値 

例：休業開始の日……令和２年４月１日 

  計画届の提出日…令和２年５月15日 

 Ａ欄記入値……令和２年４月１日～４月30日（計画届の提出月の前月） 

 Ｂ欄記入値……平成31年４月１日～４月30日（計画届の提出月の前年同月） 

※ Ａ、Ｂ欄に計算の結果端数が生じる場合は、小数点以下を四捨五入して下さい。

Ｃ欄は小数点以下が生じても端数処理を行わず、小数点第１位までを記載して下

さい。 

※ 初回の計画届提出後に決算処理等により生産量等の数値に変更があった場合に

は、実施計画の変更届が必要です。 

※ 前年同期を比較対象とすることが適当でない場合は、前々年同期１か月との比

較が可能です。 

※ 前年同期や前々年同期１か月と比較出来ない又は比較しても指標が５％以上減

少せず、要件を満たさない場合は、計画届を提出する月の前年同月から計画届を

提出する月の前々月までの間の適当な１か月との比較が可能です。 

裏面がありますので、必ず申出書の裏面を読んだ上で申請してください。 
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３．休 業 協 定 書 (例) 

 

○○株式会社と○○株式会社労働組合とは、休業の実施に関し下記のとおり協定する。 

 

記 

 

１．休業の実施予定時期等 

休業は、令和○年○月○日から令和○年○月○日までの○カ月間において、これらの日

を含め○日間実施する。 

ただしそのうち○日間は短時間休業とする。 

２．休業の時間数  

休業は、始業時刻（9時 00 分）から終業時刻（17時 00 分）までの間行う。 

ただし短時間休業の場合、この時間帯のうち４時間行う。 

３．休業の対象者 

休業の対象者は全従業員とし、休業実施日においてはそのうち概ね○人をできる限り輪

番によって休業させるものとする。 

ただし短時間休業の場合は全従業員を一斉に休業させる。 

４．休業手当の額の算定基準 

休業中は、1日当たり、次の(1)によって算定した額の○％相当額の休業手当を支給す

る。 

ただし短時間休業の場合、1時間当たり、次の(2)によって算定した額の同率相当額の休

業手当を支給する。 

なお賃金には○○手当と○○手当を含むものとする。 

(1) １日当たりの賃金額の算定方法 

イ．月ごとに支払う賃金  その月額÷１月の所定労働日数 

ロ．日ごとに支払う賃金  その日額 

ハ．時間ごとに支払う賃金 その時間額×１日の所定労働時間数 

(2) １時間当たりの賃金額の算定方法 

イ．月ごとに支払う賃金  その月額÷１月の所定労働日数 

                 ÷１日の所定労働時間数 

ロ．日ごとに支払う賃金  その日額÷１日の所定労働時間数 

ハ．時間ごとに支払う賃金 その時間額 

５．雑則 

この協定は令和○年○月○日に発効し、令和○年○月○日に失効する。 

 

令和○年○月○日 

                    ○○工業株式会社 

                      代表取締役 ○○○○  印 

 

                    ○○株式会社労働組合 

                        執行委員長 ○○○○  印 

一斉短時間休業を行

わない場合はこれら

の規定は不要です。 
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４．教 育 訓 練 協 定 書（例） 

 

○○株式会社と○○株式会社労働組合とは、事業活動の縮小に伴う教育訓練の実施に関し
下記のとおり協定する。 
 

記 
 
１．教育訓練の実施予定時期等 

教育訓練は、令和○年○月○日から令和○年○月○日までの○カ月間において、 
これらの日を含め○日間実施する。 
ただしそのうち○日間は半日訓練とする。 

２．教育訓練の時間数  
教育訓練は、始業時刻（9時 00 分）から終業時刻（17時 00 分）までの間行う。 
ただし半日訓練の場合、この時間帯のうち４時間行う。 
なお従業員 1人当たりの教育訓練時間は○時間とする。 

３．教育訓練の対象者 
教育訓練の対象者は○○部門に所属する従業員とし、教育訓練実施日に 

おいてはそのうち概ね○人に受講させるものとする。 
４．教育訓練の実施主体 

   教育訓練は、△△教育サービス株式会社に委託して行う。 
５．教育訓練の内容 

   教育訓練の内容は、○○技能向上訓練及び製品の品質管理の専門知識の 
付与とする。（カリキュラムは別紙のとおり） 

６．教育訓練の実施施設 
   教育訓練は、△△教育サービス株式会社○○研修所（○○県○○市○○町○-○-○）内

で実施する。 
７．教育訓練の指導員（講師） 

     教育訓練の講師は、△△教育サービス株式会社所属の主任指導員○○○○その他別紙に
掲げる指導員が担当する。 

８．教育訓練中の賃金額の算定基準 
教育訓練中は、1日当たり、次の(1)によって算定した額の 100％相当額の賃金を支給     

する。 
ただし半日訓練の場合、1時間当たり、次の(2)によって算定した額の 100％相当額の賃

金を支給する。 
なお賃金には○○手当と○○手当を含むものとする。 

(1) １日当たりの賃金額の算定方法 
イ．月ごとに支払う賃金  その月額÷１月の所定労働日数 
ロ．日ごとに支払う賃金  その日額 
ハ．時間ごとに支払う賃金 その時間額×１日の所定労働時間数 

(2) １時間当たりの賃金額の算定方法 
イ．月ごとに支払う賃金  その月額÷１月の所定労働日数 

                  ÷１日の所定労働時間数 
ロ．日ごとに支払う賃金  その日額÷１日の所定労働時間数 
ハ．時間ごとに支払う賃金 その時間額 

９．雑則 
この協定は令和○年○月○日に発効し、令和○年○月○日に失効する。 

 
 
令和○年○月○日 

 
                      ○○株式会社 
                         代表取締役 ○○○○  印 
 
                      ○○株式会社労働組合 

                           執行委員長 ○○○○  印  

事業主が教

育訓練の実

施の管理を

行う場合、

外部講師を

招いて行う

場合を含め

て「事業所

内訓練」、外

部機関に委

託して行う

場合は「事

業所外訓

練」として

取り扱われ

ます。 

実施施設を特定

できるように記

載します。特

に、実施施設が

事業所の外にあ

る場合、その名

称と住所を記載

します。 

教育訓練中の賃

金額を通常の賃

金の100％未満

とする場合は、

労働契約又は就

業規則において

支給割合等の規

定が必要です。 

３時間以上～

所定労働時間

未満の訓練を

「半日訓練」

といいます。 
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５．【支給要件確認申立書記載例（表面）】 
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５．【支給要件確認申立書記載例（裏面）】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

３、４頁目がありますので、必ず申立書の３、４頁目を読んだ上で申請してください。 
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５．【支給要件確認申立書（別紙）記載例】 
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６．【雇用調整助成金助成額算定書記載例】 

 

 

 

判定基礎期間に おいて、休業と教育訓練を

並行して実施した場合は、休業に係る部分と

教育訓練に係る部分をそれぞれ同一の用紙に

記入して提出してください。 

判定基礎期間内に対象被保険者について転出

入、被保険者資格の喪失又は解雇の予告等があ

ったときは、その旨及びその事実の生じた年月

日を①欄に注記するとともに（記入スペースが

ない場合には次の行を使用してください）、当該

対象被保険者についてはその事実の生じた日ま

で（転入の場合は、その日の翌日から）の分につ

いてのみ記入してください。 

複数枚にわたる場合は、同じ様式を使用して

ください。その場合は、「△枚目／○枚中」と記

入してください。 

事業所内訓練を半日実施した場合、事

業所外訓練を半日実施した場合につい

ては0.5日として計算してください。 

休業協定書の事業主及び労働者代表の方が記名・

押印または署名してください。 

 

実績一覧表が複数にわたる場合、１枚目の様式に

事業主及び協定をした労働者代表の記名・押印ま

たは署名があれば、２枚目以降の様式は省略して

も差し支えありません 

本様式は自動計算機能が付いていますので、

この機能を使用する方はピンク色のセルのみ

入力してください。 

（青色のセルは自動計算されます。） 

全日休業欄には、１日休業を実施した日

数を記入してください。 

また、短時間休業欄には、短時間休業を

実施した時間の合計を記入してくださ

い。 

ただし、個人ごとに30分未満は切り捨て

て記入してください。 

例）2時間40分→2.5時間 

裏面がありますので、必ず実績一覧表の裏面を読んだ上で申請してください。 
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７．【雇用調整助成金助成額算定書記載例】 

 

 

 

※ この様式による申請が２回目以降である場合、

(1)～(4)までは省略して差し支えありません。 

各欄の端数については(4)及び(6)～(8)は切り上

げ、(2)、(3)欄は小数点以下を切り捨ててください。 

 

事業所の前年度における各月の

月末の被保険者数を平均して算定

してください。 

(4)欄の平均賃金額に休業等協

定書において定めた手当等の支払

い率を乗じて求めた額を記入す

る。 

基本給とその他手当との支払い

率が異なる場合は、低い方の支払

い率を使って算定してください。 

雇用調整助成金を申請した大企業

事業主の方は２/３（中小企業事業主

の方は４/５）、また、解雇等を行わ

ない場合には大企業事業主の方は３

/４（中小企業事業主の方は９/10）

が適用されます。 

令和２年３月１日時点で日額の

最高額は8,330円です。 

※ 日額の最高額は今後変更にな

る場合があります。 

部署や勤務形態毎に当該所定労働日数が異なる場

合は、その部署等に従事する年度末の労働者数等（※）

により加重平均をした全労働者の平均年間所定労働

日数を記入してください。 

（例） 

Ａ部署 従業員 ２人……所定労働日数252日 

Ｂ部署 従業員 ３人……所定労働日数264日 
 

(2人×252日)＋(3人×264日) 
＝259日 

5人 
 

ただし、休業等協定による休業手当等の算定に当た

って、賃金の日割り計算において、所定労働日数によ

らず、所定労働日数より大きな任意の日数や暦日数を

用いる場合は、365日と記入してください。 

なお、小数点以下の端数が生じた場合は、切り下げ

てください。 

※ (3)の分母は、年度末の人数で計算するため、(2)

と(3)の分母の人数は、一致しない場合があります。 

(1)欄の賃金総額を、(2)欄の前年度１年間の１か月

平均雇用保険被保険者数に(3)欄の前年度の年間所定

労働日数を乗じて得た人日数で除して求めた額を記

入します。 

なお、小数点以下の端数が生じた場合は、切り上げ

てください。 

雇用調整助成金を受給される事業主の方が教育訓練

を行った場合は、大企業事業主の方は1,800円（中小企

業事業主の方は2,400円を選択してください。 

月間延日数を記入してください

（様式特第９号の各合計欄と一致

します。 

本様式は自動計算機能が付いていますので、

この機能を使用する方はピンク色のセルのみ

入力してください。 

（青色のセルは自動計算されます。） 

雇用保険の適用事業所番号

を記載してください。 

裏面がありますので、必ず助成額算定書の裏面を読んだ上で申請してください。 

直近の「労働保険料確定申告書（※）」の確定保険

料算定内訳欄（雇用保険分）に記載している賃金総

額を記入してください。 

 

※ 事務組合に委託している場合は、「労働保険料等

算定基礎賃金等の報告」から記入してください。 
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８．【雇用調整助成金（休業等）支給申請書記載例（休業・教育訓練の場合）】 

 

 

 

  

（※）中小企業事業主とは、 

 小売業（飲食店を含む） 

 サービス業 

 卸売業 

 その他の業種 

 資本金 5,000万円以下又は従業員  50人以下 

 資本金 5,000万円以下又は従業員 100人以下 

 資本金   １億円以下又は従業員 100人以下 

 資本金   ３億円以下又は従業員 300人以下 

 をいい、大企業事業主とは中小企業事業主に該当しないものをいいます。 

※ 連続判定基礎期間（２判定基礎期間（２か月分）又は３判定基礎期間

（３か月分））とした場合であっても、各判定基礎期間ごとに、それぞれ

申請書を提出してください。（ただし、２か月目又は３か月目の判定基礎

期間については、この様式の別葉に、①の(6)欄、②欄及び③欄のみの記

入）。 

 

裏面がありますので、必ず支給申請書の裏面を読んだ上で申請してください。 

対象労働者の所定労働日数

の合計を記入してください。 

支給を受けようとする助成

金額(4)と(5)の合計の金額を

記入してください。 

判定基礎期間ごとに提出し、

判定基礎期間の末日の翌日から

起算して２か月以内に提出して

ください。 

 

賃金締切日が毎月一定の期

日で定められている場合、○で

囲み日付を記入してください。 

 休業規模が大企業事業主の

場合は3.3（1/30×100）、中小企

業事業主の場合は2.5（1/40×

100）以上であれば助成対象と

なります。 

金融機関名及び支店名を必ず

記入してください。 

対象労働者は、休業等を実

施する事業所の雇用保険の

被保険者です。 

ただし、解雇を予告された

被保険者、退職願を提出した

被保険者、事業主による退職

勧奨に応じた被保険者及び

日雇労働被保険者等を除き

ます。 

本様式は自動計算機能が付いていま

すので、この機能を使用する方はピ

ンク色のセルのみ入力してくださ

い。 

（黄色のセルは算定書から自動入力

されます） 

（青色のセルは自動計算されます。） 


